
パブリックコメント手続実施要項
作成日：令和４年(2022 年) ９月１３日

案件の名称
（仮称）箕面市個人情報保護法施行条例（素案）及び箕面市情

報公開条例の一部改正（素案）について

パブリックコメント手続

実施の目的

令和５年４月から改正個人情報保護法が地方公共団体へ適用さ

れることを受け、箕面市個人情報保護条例を全部改正します。法の

委任に基づく箕面市個人情報保護法施行条例を整備するにあた

り、市民に広く意見を募集します。

実施部局名 総務部 総務室

（問い合わせ先） 総務部 総務室 （電話：072-724-6706）

パブリックコメントの

対象となる資料

（仮称）箕面市個人情報保護法施行条例（素案）及び箕面市情

報公開条例の一部改正（素案）について

参考資料

（仮称）箕面市個人情報保護法施行条例（素案）及び箕面市情

報公開条例の一部改正（素案）に関するパブリックコメントについ

て

閲覧方法と閲覧場所

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

市ホームページ

（アドレス http://www.city.minoh.osaka.jp/***.htm）

総務部総務室 （箕面市役所 本館 2階 206 番窓口）

行政資料コーナー （箕面市役所 別館１階 12 番窓口）

箕面市役所豊川支所、止々呂美支所

総合保健福祉センター

中央・東・西南・船場生涯学習センター、中央・東・桜ヶ丘・西

南・小野原・船場図書館

みのお市民活動センター、らいとぴあ 21、ヒューマンズプラ

ザ、箕面文化・交流センター

※（２）～（５）は、月曜日～金曜日（祝日除く）の８時４５分から１７

時１５分まで、（６）～（７）は、施設の開館日、開館時間内

意見等の提出期間
  令和４年（2022 年)１０月１日から１０月２３日まで

（郵便の場合は必着）

意見等の提出方法

  次のうちいずれかの方法で提出してください。

（１）

（２）

（３）

（４）

閲覧場所の窓口への提出

郵便による送付

ファクシミリによる送付

電子申請システム（LoGo フォーム）による送付

（こちらの QR コードを読み取ってください）



※閲覧場所の窓口に意見書のひな形をご用意していますで、ご

利用ください。

（自由な形式で提出していただいてもかまいません。）

意見等を提出

できるかた

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

本市にお住まいのかた

本市に事務所又は事業所がある事業者

本市にある事務所又は事業所に勤務しているかた

本市にある学校に在学しているかた

本市に対して納税義務を有しているかた

上記（１）から（５）に該当するかたで構成された団体

意見等を提出する際の

必要記載事項

（１）

（２）

（３）

意見を提出しようとする素案の名称

氏名及び住所（上記の「意見等を提出できるかた」のうち（２）

～（５）に該当するかたにあたっては名称及び所在地、（６）に

該当する団体にあっては、団体名及び団体事務局所在地）

上記の「意見等を提出できるかた」のうち、該当する区分

提出された意見等及び

市の考え方の公表方法

「閲覧方法と閲覧場所」に記載の方法・場所で公表します。

公表期間：令和４年(2022 年) １１月中旬を予定

※意見提出者への個別回答はいたしませんのでご了承ください。

備考



（仮称）箕面市個人情報保護法施行条例（素案）及び

箕面市情報公開条例の一部改正（素案）について

１ 条例改正の背景

令和３年 5月に「個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）」が改正（以下
「改正法」という。）され、国の行政機関、独立行政法人等、民間事業者、地方公共団体（地
方独立行政法人を含む）に関する規律は個人情報保護法に一本化されるなど、個人情報保護
制度の法体系の大幅な構造転換が行われました。
地方公共団体も改正法の適用を受けることになりますが、一部条例に委任する事項があ
り、改正法の施行条例を定める必要があるため、現行の「箕面市個人情報保護条例」を全部
改正し、「箕面市個人情報保護法施行条例」を制定します。

２ 条例の骨子案
（１）総則

この条例は法で委任された事項を定めます。また、条例で使う用語は法で用いる定義と
同様とします。

（２）存否応答拒否処分に係る附属機関への報告について
改正法において、「保有個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を

開示することとなるとき」は存否応答拒否できると規定されています。
本市においては、従来から存否応答拒否により開示請求を拒否した場合、箕面市情報開

示審査会に報告することとしています。
改正法では報告義務の規定はありませんが、市の機関による安易な存否応答拒否処分

を防止する目的から、今後も同様に規定し、現行どおりの運用とします。

（３）開示請求に係る手数料について
改正法において、地方公共団体に対し開示請求をする場合については、手数料額を当該

地方公共団体の条例で定める（手数料を無料とすることを含む。）こととされています。
本市においては、従来から手数料を徴収しておらず、写しの交付及び送付に要する費用

を請求者の実費負担としています。
今後も同様に、手数料を無料とし、開示請求書交付時に実費を請求します。



（４）開示決定等の期限について
改正法のとおりとし、当該事項に関する規定は設けません。

※ 期限の特例
開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求のあった日から 60

日以内にその全てについて開示決定等をすることに著しい支障が生ずる場合、開示請
求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残り
の保有個人情報については相当の期間内に開示決定するれば足りることを規定してい
ます。

（5）個人情報保護制度運営審議会について
本市においては、従来「個人情報の本人以外収集」、「保有個人情報の目的外利用及び外

部提供」、「保有個人情報の電算処理（特定個人情報保護評価の第三者点検を含む）」及び
「不開示情報の設定」について、個人情報保護制度運営審議会に諮問していますが、改正
法では、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、類型的に諮問するこ
とは許容されません。
ただし、個人情報保護制度の運用やそのあり方について専門的知見を有する者の意見

を踏まえた審議が必要である場合は、条例で定めるところにより、審議会に諮問すること
ができると規定されているため、条例改正の検討や「安全管理措置」、「目的外利用等に係
る内部手続」等の詳細なルールを定めることについて諮問事項とする規定を設けます。

（6）運用状況の公表について
本市では、年に 1回、自己情報開示等の状況について議会に報告するとともに、市民に

項目 法令等 決定期限 延長期限
延長後

の期限

開示

改正法 請求のあった日から 30 日以内 30 日を限度とする 60 日以内

現行

条例

請求のあった日から起算して

15 日以内

15 日を限度とする 30 日以内

訂正、削除

または利

用等の中

止

改正法 請求のあった日から 30 日以内 30 日を限度とする 60 日以内

現行

条例

請求のあった日から起算して

30 日以内

15 日を限度とする 45 日以内

期限の特

例

改正法 法のとおりとします※参照

現行

条例

規定なし



公表しています。
改正法では、地方公共団体における公表義務の規定はありませんが、本市の主体的な公

表体制を通じて、市民への説明責任を確保する趣旨から、今後も同様に規定し、現行どお
りの運用とします。

３ 個人情報保護条例の全部改正に伴う箕面市情報公開条例の一部改正（素案）
箕面市情報公開条例について、情報公開制度と個人情報保護制度とは密接な関連があ

るため、改正法の内容を踏まえ、開示決定等の期限について両制度に隔たりがないよう改
正します。

※参考：行政機関の保有する情報の公開に関する法律

項目 新旧 決定期限 延長期限
延長後

の期限

開示

改正後 請求のあった日から 30 日以内 30 日を限度とする 60 日以内

改正前 請求のあった日から起算して

15 日以内

15 日を限度とする 30 日以内

期限の特例 改正後 開示請求のあった日から60日以内にその全てについて開示決定等

をすることに著しい支障が生ずる場合

改正前 開示請求のあった日から30日以内にその全てについて開示決定等

をすることに著しい支障が生ずる場合

項目 決定期限 延長期限
延長後

の期限

開示 請求のあった日から 30 日以内 30 日を限度とする 60 日以内

決定等の期

限の特例

開示請求のあった日から60日以内にその全てについて開示決定等

をすることに著しい支障が生ずる場合



 令和3年5月に公布された「デジタル社会形成整備法」において個人情報保
護法が改正（以下「改正法」という。）され、個人情報保護制度の法体系の
大幅な構造転換が行われました。
 地方公共団体の保護制度については、令和5年4月から改正法による全国的
な共通ルールが適用されることになりますが、一部条例に委任する事項があ
り、改正法の施行条例を定める必要があるため、現行の「箕面市個人情報保
護条例」を全部改正し「箕面市個人情報保護法施行条例」を制定します。
 また、個人情報保護制度と密接な関連がある情報公開制度につきまして、
改正法の内容を踏まえ、両制度における隔たりがないよう改正を行います。
 つきましては上記条例の（素案）を作成しましたので、市民の皆様からの
意見を募集します。

 改正前は国の行政機関、独立行政法人等、民間事業者、地方公共団体（地方
独立行政法人を含む）の各団体で適用される法令等が異なるため、個人情報の
定義や取扱いルール等が異なっていましたが、改正後は、個人情報保護法にお
いて公的部門の義務等についても定められ、個人情報保護委員会の監視・監督
の下、全国統一的に個人情報保護制度が運用されることになります。                

個人情報保護法改正の概要１

※市の個人情報の取扱いや開示請求の手続きなど、今まで条例で定められて
いた内容は概ね改正法に定められており、従来の個人情報保護制度の運用と
大きな乖離はありません。改正法の範囲の中で、引き続き、市民の皆様の個
人情報を適切に保護できるよう運用します。



●開示請求に係る手数料
現行どおり、手数料は無料とし、写しの交付に係る実費を徴収する運用と
します。

●行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約における手数料
匿名加工情報提供制度は、当分の間、都道府県及び政令指定都市に適用さ
れ、他の地方公共団体の実施は任意とされています。匿名加工情報の提案
募集は現在事例が少なく、更なる事例やノウハウの研究が必要なため、当
分の間実施する予定はありません。よって、手数料は定めません。
【参考】
匿名加工情報とは、特定の個人を識別することができないように個人情報を加工し、
かつ、当該情報を復元できないようにした情報をいいます。民間の研究機関等に匿名
加工情報を提供することで、より利便性の高い商品やサービス開発に役立てられるこ
とが期待されています。

箕面市の対応２

●条例要配慮個人情報
改正法では、不当な差別や偏見その他の不利益が生じないようにその取り
扱いに特に配慮を要するものとして「要配慮個人情報」の定義を定めてい
ます。
また、これとは別に地域の特性その他の事情に応じて、本人に対する不当
な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要
する記述等を「条例要配慮個人情報」として条例に定めることができます
が、本市には該当するものがないため定めません。
【参考】
要配慮個人情報とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪によ
り害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないよ
うにその取り扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人
情報をいう。

●個人情報ファイル簿、個人情報事務登録簿等の作成・公表
改正法では、保有する個人情報ファイルについて、個人情報ファイル簿を
作成し公表することとされています。本市では現行条例においても、改正
法に定めている個人情報ファイル簿と同程度の個人情報ファイル簿を既に
整備しており、今後は改正法に基づいた個人情報ファイル簿に整理しなお
し、公表いたします。
また条例に定めることにより、個人情報ファイル簿とは別の、個人情報の
保有の状況に関する事項を記載した帳簿（個人情報事務登録簿等）を作成
し、公表することも可能とされていますが、市が保有する個人情報の実態
について、市民に公表し、自己情報の開示や訂正を容易にするという改正
法の趣旨からすると、法定の個人情報ファイル簿で足りているため定めま
せん。

【１】条例に定めることが法律上必要な事項

【２】条例に定めることが法律上許容されている事項



項目 法令等 決定期限 延長期限 延長後の
期限

開示 改正
法

請求のあった日から
30日以内

30日を限
度とする

60日以内

現行
条例

請求のあった日から
起算して15日以内

15日を限
度とする

30日以内

訂正、削除
または利用
等の中止

改正
法

請求のあった日から
30日以内

30日を限
度とする

60日以内

現行
条例

請求のあった日から
起算して30日以内

15日を限
度とする

45日以内

期限の特例
※

改正
法

法のとおりとします※参照

現行
条例

規定なし

 ※期限の特例
 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求の
あった日から60日以内にその全てについて開示決定等をすることに著
しい支障が生ずる場合、開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の
部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報につい
ては相当の期間内に開示決定するれば足りることを規定しています。

●保有個人情報の開示請求における非開示情報の範囲
情報公開条例との整合性を図るため、改正法に定める非開示情報に加え情
報公開条例の非開示情報を条例で定めることができます。現行条例におい
ても一致しないものがありますが、適正に運用できているため定めません。

●存否応答拒否の報告
改正法において、「保有個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、
不開示情報を開示することになるとき」は存否応答拒否できると規定され
ています。現行条例において、存否応答拒否を行った場合は、安易な存否
応答拒否処分を防止する目的で箕面市情報開示審査会へ報告することを定
めています。引き続き厳正に適用し運用していくため定めます。

●開示決定等の期限
改正法のとおりの開示決定等の期限とし、市独自の期限を条例で定めませ
ん。よって、開示や訂正等の決定期限までの日数が現行条例よりも長くな
ります。



項目 新旧 決定期限 延長期限 延長後の
期限

開示 改正後 請求のあった日から30
日以内

30日を限
度とする

60日以内

改正前 請求のあった日から起
算して15日以内

15日を限
度とする

30日以内

期限の
特例※

改正後 開示請求のあった日から60日以内にその全てに
ついて開示決定等をすることに著しい支障が生ず
る場合

改正前 開示請求のあった日から30日以内にその全てに
ついて開示決定等をすることに著しい支障が生ず
る場合

箕面市情報公開条例について、情報公開制度と個人情報保護制度とは
密接な関連があるため、改正法の内容を踏まえ、開示決定等の期限に
ついて両制度に隔たりがないよう改正します。

令和4年 10月1日～10月23日   パブリックコメントの実施
     11月上旬       パブリックコメントの意見集約
     12月         箕面市議会に条例案を上程
令和5年 4月1日        施行予定

●訂正・削除・利用停止請求における開示請求前置主義
改正法では、訂正（削除を含む）請求制度及び利用停止請求制度について、
対象となる保有個人情報の範囲を明確にするため、開示請求前置主義（対象
となる範囲を開示を受けた保有個人情報に限定するもの）を採用しています。
制度の安定的運用を図るため、改正法のとおりとします。

●審議会への諮問
個人情報の保護に関する施策を講じる場合等において、市の個人情報の適正
な取扱いを確保するため、専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要
であると認めるときは、個人情報保護制度運営審議会に諮問することができ
るよう条例に定めます。

●運用状況の公表
本市の主体的な公表体制を通じて、市民への説明責任を確保する趣旨から、
現行どおり自己情報開示請求等について運用状況をとりまとめ、公表するこ
とを条例に定めます。


